【声明】

「戦争する国」づくりに直結し、憲法原理を覆す「秘密保護法案」に反対します

2013年10月23日　憲法会議

　憲法会議は、安倍内閣が25日の閣議で決定し、今臨時国会に提出しようとしている「秘密保護法案（特定秘密保護法案）」に断固反対します。それは同法案が、国民の知る権利、言論・表現の自由を脅かすなど民主主義の根幹と国民主権、平和主義の日本国憲法の基本原理を根底から覆すものだからです。
1．秘密保護法案は、防衛、外交、特定有害・スパイ活動の防止、テロ活動防止の4分野の情報の中から「特定秘密」を指定し、それを漏えいした公務員やそれを聞き出すなどの行為者に厳罰を科すものです。「特定秘密」の基準と決定権が「行政機関の長」に委ねられ、その恣意によってあらゆる事項が対象となり、秘密の範囲も期限も際限なく拡大されます。国民に本来知らされるべき情報が、政府の都合で隠され、何が秘密なのか国民には知らされません。
　法案は、「特定秘密」を扱う公務員や関係企業労働者、家族や関係者を対象に「適性評価」と称する人権侵害の調査で統制管理をはかろうとするものです。報道関係者の取材活動や一般市民による情報公開要求も、「共謀、教唆、煽動」とみなし処罰するなど、国民すべてが対象となり、犯罪者とされる危険性をもっています。

　さらに、国会が「特定秘密」を扱う場合は「秘密会」とし、国会議員や国会職員も処罰の対象にされ、国権の最高機関たる国会の立法権や国政調査権も制限する内容となっています。
罰則は、「特定秘密」の漏えいが故意･過失にかかわらず、未遂もふくめ最高懲役10年とする重罰であり、広範な国民に「秘密保護義務」を課すものとなります。情報や調査の権限が警察に集中する仕組みになっていることも重大です。

主権者国民が政府を監視するという立憲主義に敵対し、国民の目、耳、口をふさぐ基本的人権、民主主義を破壊する重大な弾圧法に他なりません。
2．「情報漏えいの危険性の高まり」が法制定の理由とされています。しかし真相は、この秘密保護法案は、アメリカが要求する集団的自衛権行使容認＝日本を戦争する国にする第一歩となる悪法です。それはこの法案が、外交・安全保障政策に関する権限と情報を首相他4人の大臣に集中し、機動的に対応できるようにするという「国家安全保障会議（日本版ＮＳＣ）」とセットで準備されていることからも明らかです。集団的自衛権行使容認と改憲に執念を燃やす自民党安倍政権が、日米同盟強化のもと、アメリカから繰り返し要求されてきた、「アメリカと同等の包括的な秘密保護体制」を実現しようとするものです。
3．日本を「戦争する国」にかえるためのこの重大な法案について、世論調査でも明らかなように、その内容について国民は知らされておらず、自民党安倍政権は国民が知らないうちに、国会内の多数を背景に「特別委員会」で一気に成立を謀ろうとしています。

　日本弁護士連合会、日本新聞協会、日本ペンクラブ、関係諸労働組合や市民団体、広範な人たちの反対や不安の声が起こっています。

　日本国民は、戦前の「機密保護法」による悲惨な戦争への突入という痛苦の教訓のもとに憲法を制定しました。1980年代には「国家機密法案」を廃案にした経験ももっています。

　憲法会議は、自由と民主主義を擁護し、憲法を守り生かそうとするすべての団体や個人とともに、「秘密保護法案」阻止のためにごいっしょに立ち上がることを呼びかけます。
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